
 

議案第２０号 

 

   甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例制定について 

 甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

   甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例 

 甲府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年１２月

条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第２条に次の２号を加える。 

⑸ 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務

をいう。 

⑹ 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事 

務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号

利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」 

に、「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

 別表第１の７の項中「別表第１」を「別表」に改め、同表中１０の項を１３の項

とし、９の項の次に次のように加える。                                 



 

１０ 市長 重度心身障害者医療費の助成に関する事務であって規則で定

めるもの 

１１ 市長        心身障害児童福祉手当の支給に関する事務であって規則で定

めるもの 

１２ 市長 結婚生活支援のための補助金の交付に関する事務であって規

則で定めるもの 

別表第２の１の項中「医療保険各法」の次に「 ( 健康保険法 ( 大正１１年法律第

７０号 ) 、船員保険法 ( 昭和１４年法律第７３号 ) 、私立学校教職員共済法 ( 昭和

２８年法律第２４５号 ) 、国家公務員共済組合法 ( 昭和３３年法律第１２８号 ) 、

国民健康保険法 ( 昭和３３年法律第１９２号 ) 又は地方公務員等共済組合法 ( 昭和

３７年法律第１５２号 ) をいう。 ) 」を、「支給又は保険料の徴収に関する情報」

の次に「（以下「医療保険給付関係情報」という。）」を加え、同表の３の項及び

４の項中「又は外国人生活保護関係情報」を「、外国人生活保護関係情報又は医療

保険給付関係情報」に改め、同表の７の項中「別表第１」を「別表」に改め、同表

の１０の項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務のうち第４欄」を「特定個人番号

利用事務のうち利用特定個人情報」に改め、同表に次のように加える。  

１１ 市長 重度心身障害者医療費の助成

に関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報、住民票関係情 

報、生活保護関係情報、外国人生

活保護関係情報又は医療保険給付

関係情報であって規則で定めるも

の 

国民年金法（昭和３４年法律第 

１４１号）、私立学校教職員共済

法、厚生年金保険法（昭和２９年

法律第１１５号）、国家公務員共

済組合法又は地方公務員等共済組

合法による年金である給付の支給

又は保険料の徴収に関する情報 

（以下「年金給付関係情報」とい

う。）であって規則で定めるもの 



 

障害者関係情報又は療育手帳制度

要綱(昭和４８年厚生省発児第 

１５６号 ) による療育手帳に関す

る情報（以下「療育手帳関係情 

報」という。）であって規則で定

めるもの 

１２ 市長 心身障害児童福祉手当の支給

に関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報、住民票関係情報

又は年金給付関係情報であって規

則で定めるもの 

障害者関係情報又は療育手帳関係

情報であって規則で定めるもの 

１３ 市長 結婚生活支援のための補助金

の交付に関する事務であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報又は住民票関係情

報であって規則で定めるもの 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の改正規定並び

に別表第１の７の項の改正規定並びに別表第２の７の項及び１０の項の改正規定 

は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）附則第１条本文に規定する政令で定

める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 

 

 

提案理由 

個人番号を利用して処理する事務を追加するとともに、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部改正に伴う所要の改正を

行うについては、この条例を制定する必要がある。これが、この条例案を提出する

理由である。 

 


